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•分岐単位接続料設定については、2008年の接続ルール当時からの継続案件であ
るとともに、「光の道」構想実現のための重要な施策の一つとなっています。

•これまでの議論の結果、OSU共用については技術的には実現が可能であることにつ
いて確認がなされているところであり、如何にして早く低コストで実現するかが議論
の焦点となっています。

•本件については、「光の道」構想の取り纏めにおいて、昨年度末までに方向性を取り
纏めいただくこととなっていましたが、震災の影響により取り纏めの時期が延期と
なっている状況にあります。

•以上のことを考慮すると、光ブロードバンド市場における競争促進の為に、接続委
員会における精力的な議論を行っていただき、早期に結論を出していただくことが
肝要であると考えます。

•次ページ以降にて、いただいたご質問への回答並びに関連データを提出させていた
だきますので、委員会での議論に活用いただければ幸いです。

•内容について追加説明等が必要であれば、ご要望をいただければ対応させて頂く
所存です。

質問への回答及びデータ提出にあたって
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• OSU共用、GC類似接続機能、ファイバシェアリング、波長重畳接続機能のいずれの方式も、1

ユーザあたりのサービス提供に関してNTT東西殿利用部門と接続事業者の同等性を確保する方

策であると認識しています。

• 実現の優先順位としては、これまでの接続委員会等で、議論の深度化が進んでいるOSU共用と、

既存の収容ルータ振り分け機能を利用することで、相対的に低廉なコスト、短期間で実現できる

可能性が高いと想定されるGC接続類似機能を先行することが得策と考えます。

• ファイバシェアリングについては、英国のオープンリーチにおいても、FTTPサービスの仕様として、

同種の形態が既に商用サービスとして実現しており、継続して検討対象とすべきと考えます。

• また、波長重畳接続機能については、接続事業者の提供サービスの自由度を高める方式ですが、

標準化等に相応の期間を要するものと想定されることから、標準化動向等も踏まえつつ、実現

時には接続事業者もスムーズに接続できるような機能を具備するように、検討していただきたい

と考えます。

• なお、今回審議の対象外と認識してはおりますが、サービスの自由度と競争への中立性の面で

最も優れたSS（シングルスター）方式についても将来の検討課題としてあらためてご議論の場を

設けていただきたいと考えます。

•ＯＳＵ共用、ＧＣ類似接続機能、ファイバシェアリング、波長重畳接続機能の各機能について、提

案者以外の事業者の見解（支持または反対など）及びその理由を改めて教えてほしい。

質問②

回答②
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• 各方式毎の課題解決策等については、別添資料①を参照願います。

•ＧＣ類似接続機能、ファイバシェアリング、波長重畳接続機能について、ＯＳＵ共用と

同様に、１２の課題がどう解決され、未解決な部分は何なのかを教えて頂きたい。

質問③

回答③
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•IP網は、従来のPSTN等のように高価な電話交換機を利用したネットワークではなく、

廉価かつ汎用品であるルータをベースとしたネットワーク構成が基本です。このため、

弊社提案も汎用品であるネットワーク機器での構築等を前提としたもので、独自開発

などを想定したものではありません。（そのため、弊社試算も「開発費」ではなく「実施

費用」として回答しています。[参考資料①参照]）

•但し、OSSの部分等、NTT東西殿が独自に開発せざるを得ない部分もあり、当該費用

については、「開発費」という表現を用いることもあり得るものと考えます。

• 各機能を実現するために「開発費」が必要との主張がなされているが、その内訳をもう

少し詳細に教えて頂きたい。なお、ルータは基本的にメーカの市販品を「買ってくる」こ

とが多いと思われるが、ここでいう「開発」はどういう形態を指すのかご教示頂きたい

（自社開発、外部委託開発、外販設置等のどの形態を前提としているか）。

質問④

回答④
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（参考資料①） OSU共用実施費用（試算）

振り分け装置購入 ： １５０～１７０億円

※ 帯域制御サーバとの連携機能無し、優先制御機能有り

※ 既製品を利用（新規開発不要）

※ 装置価格１００万（台）×1．５～１．７万台

共用帯域制御サーバ ： 不要

オペレーションシステムの設置 ： ６０～７０億円

※ 制御用ネットワークが不要なため、開発規模は数百億円から縮小可能と想定

各装置間の伝送路の構築等 ： 数十億

※ 制御用ネットワークが不要なため、伝送路は数十億円から縮小可能と想定

計 ： 約３００億円

第16回接続委員会（3/16）における弊社提出資料より再掲
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３ヶ月 １年

オペレーションシステムの仕様検討/開発/設置

振り分け装置設置済みの
エリアから順次サービス開始

全国設置 （１年程度）

（参考資料②） OSU共用開始までに要する期間

９ヶ月

振り分け装置
調達

第16回接続委員会（3/16）における弊社提出資料より再掲
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•OSU共用については、1ユーザあたりの提供料金の低廉化、NTT東西殿利用部門と接

続事業者のボトルネック設備利用の同等性の確保等の観点から、必要な施策である

との考えに変わりはありません。

•しかしながら、NTT東西殿における地域IP網からNGNへのマイグレーションの進展や、

既存の収容ルータにおける振り分け機能を利用することで、相対的に低廉かつ容易に

実現できる可能性があること等を考慮し、GC接続類似機能についても有力案の一つ

として並行して検討すべきと考えます。

• ＯＳＵ共用に係る分岐単位接続料設定に関する各事業者のスタンス（例えば資料１の

Ｐ９・１０のスタンス）は２月２２日の合同公開ヒアリングの時点から変わっていないか確

認したい。

質問⑤

回答⑤
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•GC接続類似機能の概要については、次ページを参照願います。

•事業者振り分け、帯域保証、優先制御等の詳細については、2-②を参照願います。

•本接続については、NTT東西殿に対し、接続に向けた具体的要望を提示しましたが、

NTT東西殿からは、接続不可との回答が提示されており、現在、参考資料⑤のような

質問事項をNTT東西殿に追加で提示している状況にあります。

•本委員会においても、参考資料⑤に準じた項目を明確にNTT東西殿に確認していた

だく等、本接続についての検討を深めていただき、接続が早期に実現されることを期

待しております。

•ＧＣ接続類似機能に関する提案について、技術的な観点から、もう少し詳細な説明を

頂きたい。

質問⑥

回答⑥
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GC接続類似機能 （参考）OSU共用

サービス内容
NGN収容局ルータにて、1分岐
回線単位の接続を行うことで提
供する光BBサービス※１

振り分け装置を設置し、1分岐
回線単位の接続を行うことで提
供する光BBサービス※１

接続構成
NGN用収容ルータを接続点とし
L2もしくはL3にて接続

事業者振り分けスイッチを接続
点としL2にて接続

料金単位 分岐単位接続料 分岐単位接続料

OSU設置主体 NTT東西殿 NTT東西殿

実現期間 9ヶ月～1年 9ヶ月～1年3ヶ月

開
発
（※

2
）

振り分け機能
収容ルータの既存機能で対応
可能と想定

事業者振り分けスイッチを設置

課金機能 定額とすることで開発不要 定額とすることで開発不要

オペレーションシステム 開発が必要と想定 開発が必要と想定

（参考資料③） GC接続類似機能の概要

※1 ベストエフォートサービス及びQoSサービス（光IP電話サービス等）
※2 内容・規模については検証が必要
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（参考資料④） GC接続類似機能・OSU共用比較

【OSU共用】

・・・

NTT-IP網

【GC接続類似機能】

NTT-IP網 接続事業者網

・・・

NGN収容局ルータにて、1分岐回線単位の接
続を行うことで提供する光BBサービス

振り分け装置を設置し、1分岐回線単位の接
続を行うことで提供する光BBサービス

OSU

SW

収容ルータ収容ルータ

OSU

接続事業者網
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1
「事業者を振り分ける事業者振り分け装置」の「事業者振り分け」とは具体的にどのような機能を
指しているのか、また、通常ルータが具備しているVLAN機能で振り分けることはできないのか

2
収容ルータについて、特別品を購入している場合は、敢えて汎用品から「振り分け機能」を削除し
ているのか

3 「オペレーションシステム」には具体的にどのような機能を想定しているのか

4 機能・設備別の具体的な開発コスト

5
「事業者振り分け装置」の追加ではなく、収容ルータの機能開放で出来ないのはどのような理由に
よるものか

6 収容ルータの機能搭載（機能開放）は、技術的に困難なのか、もしくはコスト面で困難なのか

7
現在NTT東西殿が使用している機器で「事業者振り分け」ができないという場合、使用している機
器の機種、メーカ、型番等に加えて、ファームのヴァージョン

8
収容ルータから上位の伝送構成及び上位ルータまでの間に、「振り分け機能」を有するポイントが
ないのかどうか

9 NGNの設備構成の詳細（特にGC局内の機器レベルの接続構成）

10
現在の収容局ルータ1台におよそ何契約収容しているのか、また、収容局ルータの設計上の収容
契約数

11 収容局ルータを通るベストエフォートパケットと優先パケットの量もしくは比率

（参考資料⑤） GC接続類似機能に係る情報開示要望項目



14

• 弊社からは、提案させていただいているGC接続類似機能について回答させていただきます。

• 実現までの期間については、次ページを参照願います。

回答⑦

•ＧＣ接続類似機能とファイバシェアリングの実現に必要な具体的なイニシャルコスト（開

発費等）やサービス開始までに要する具体的な期間について教えてほしい（一定の合理

的仮定をおいた上で算定して頂いてかまわない）。

質問⑦

項目 GC接続類似機能 （参考）OSU共用

振り分け装置購入 不要 １５０～１７０億円

共用帯域制御サーバ 不要 不要

オペレーションシステムの
設置

６０～７０億円
※制御用ネットワークが不要なため、開発規

模は数百億円から縮小可能と想定

６０～７０億円
※制御用ネットワークが不要なため、開発規

模は数百億円から縮小可能と想定

各装置間の伝送路の
構築等

数十億円
※制御用ネットワークが不要なため、伝送路

は数十億円から縮小可能と想定

数十億円
※制御用ネットワークが不要なため、伝送路は

数十億円から縮小可能と想定

計 約１３０～１５０億円 約３００億円
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１年

GC類似接続開始までに要する期間

９ヶ月

振り分け装置設置済みの
エリアから順次サービス開始

全国設置 （１年程度）

振り分け装置
調達

３ヶ月

オペレーションシステムの仕様検討/開発/設置 接続済みGCから
順次サービス開始

順次収容ルータと接続
（GC内での構内配線）

【参考】OSU共用開始までに要する期間（再掲）

オペレーションシステムの仕様検討/開発/設置

振り分け装置
調達不要
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•弊社においては、ベストエフォートサービス及びQoSサービス（光IP電話サービス等）の

双方の提供を想定しています。

• ベストエフォートサービスに限定して事業者間共用を行う「ファイバシェアリング」の提案

もなされているが、分岐単位接続料の設定に賛成する事業者が要望するサービスは、

ベストエフォートサービスかＱｏＳサービス（ひかり電話など）か、それとも両方なのか教え

ていただきたい

質問⑧

回答⑧
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•OSU共用によって、ベストエフォートサービス同士の品質確保に関する新たな問題が発

生することはありません。

•本質問の前半部分にあるとおり、NTT東西殿は現状公平制御機能なしでベストエ

フォートサービス同士の品質確保を行っているはずであり、接続事業者とOSU共用を

行った場合においても、同様の運用方法にて対応していただくことで問題ないと考え

ます。

• ファイバシェアリングの提案に対し、ＮＴＴ東西からは、「ベストエフォートサービスの共

用であっても、品質確保の観点から、公平制御機能を導入しなければならない」との

反論がなされている。これについて、ＮＴＴ東西は、現在のＮＴＴ自身のベストエフォー

トサービス同士の品質確保を公平制御機能なしでどう行っているのか。

• また、提案事業者として、公平制御機能を導入してベストエフォートサービスの品質確

保が必要となるほど、接続事業者のベストエフォートサービス（インターネット接続サー

ビス）に起因する問題が共用により生じると考えているか教えてほしい。

質問⑨

回答⑨
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•波長重畳接続に係る接続料については、実現方法の詳細が未確定な現時点におい

て、確定的なことを申し上げられませんが、波長数及び利用ユーザ数等に応じた応分

のコスト負担を行うことが基本原則であると考えます。

• 光アクセスにおける波長重畳接続については、国際標準化団体等において国際的に

も議論が進められているところであり、接続料の体系についてもそれら国際的な議論

の動向とも整合性を図っていく必要があるものと考えます。

• 波長重畳接続に係る接続料について、どのような料金設定単位や算定方法を想定し

ているか。

質問⑪

回答⑪
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1. 委員から示された質問への回答

2. 各提案に関する補足的な追加データ

① OSU共用の詳細
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④ NGNにおけるアンバンドルの経緯
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①-1 OSU共用接続構成（L2接続）

接続事業者網

エッジ
ルータ

ONU_A ONU_B

NTT東西殿ユーザ 接続事業者ユーザ

振り分け装置

OSU

物理インターフェイスVLAN

②ONU_B用のVLANは
接続事業者向け
インターフェイスへ
マッピング

HGW HGW

VLAN情報

宛先情報等

データ

①OSUでONU単位
にVLAN-IDを
付与

NTT­NGN

収容
ルータ

③ONU_A用のVLANは
収容ルータ向けインター
フェイスへマッピング

【前提】
• 振り分け装置⇔OSU間は

ONU単位にVLANの作成可
能（32 ONU分）

• 振り分け装置はVLAN機
能・優先制御機能を具備し
ている装置を導入

【実現方法】
①OSUにてONU単位に

VLAN-IDを付与
②接続事業者ユーザの

VLAN-IDは接続事業者の
インターフェイスへ転送

③NTT東西殿ユーザの
VLAN-IDは収容ルータ接続
インターフェイスへ転送

※下り方向のパケットについ
てもパケットのVLAN-IDを
見て転送
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①-2 優先制御（上り） （L2接続）

接続事業者網

エッジ
ルータ

ONU_A ONU_B

NTT東西殿ユーザ 接続事業者ユーザ

OSU

HGW HGW

帯域制御サーバ

⑤ 振り分け装置は優先
制御機能により、優
先トラフィックを先に
転送

空き

⑥ベストエフォートトラ
フィックが溢れる
場合はONUで破棄

振り分け装置

①接続事業者ユーザ用の優先トラ
フィックの帯域を静的に設定
例）6Mbps程度（200kbps×32）

③ 優先トラフィックを上
限値内で送出

④ 優先トラフィックは
破棄されずに転送

収容
ルータ

例）994Mbps

例）6Mbps

②帯域制御サーバ
と連携して優先
トラフィックの帯
域を確保

NTT東西殿ユーザ

接続事業者ユーザ

優先パケット

優先パケット

ベストエフォート
パケット

ベストエフォート
パケット

NTT-NGN

合計帯域1Gbps

【前提】
• 接続事業者用優先トラフィックの

帯域を静的に確保（帯域制御
サーバ間の連携は行わない）

• 接続事業者は優先トラフィックを
設定値以上流さない

【実現方法】
①接続事業者から流れてくる優先

トラフィックの上限値を帯域制御
サーバにて設定

②NTT東西殿ユーザの優先トラ
フィックは帯域制御サーバと連携
して帯域を管理（その際、①で設
定した帯域は使用中とみなす）

③接続事業者は上限値の範囲で
優先トラフィックを送出

④[優先トラフィック量の合計＜
1Gbps]のためNTT東西殿・接続
事業者の優先トラフィックは破棄
されることなく転送

⑤振り分け装置は優先制御機能に
より、優先トラフィックを先に転送

⑥ベストエフォートトラフィックが溢れ
た場合ONUで破棄
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①-3 優先制御（下り） （L2接続）

接続事業者網

エッジルータ

ONU_A ONU_B

NTT東西殿ユーザ 接続事業者ユーザ

HGW HGW

帯域制御サーバ

優
先

B
E

③接続事業者は優
先トラフィックを上
限値内で送出（上
限値を超えた場
合、ポリシング機
能により設定帯
域量分受信）

⑤優先トラフィックは
破棄されず転送

空き

NTT-NGN

振り分け装置

④振り分け装置は優先制
御機能により優先
トラフィックを先に転送

②帯域制御サーバ
と連携して優先
トラフィックの帯
域を確保

①接続事業者ユーザ用の優先トラ
フィックの帯域を静的に設定
例）6Mbps程度（200kbps×32）

例）994Mbps
例）6Mbps

OSU

優先パケット

優先パケット

ベストエフォート
パケット

ベストエフォート
パケット

NTT東西殿ユーザ

接続事業者ユーザ

⑥ベストエフォート
トラフィックが溢
れた場合は、
溢れた順に破棄

合計帯域1Gbps

収容ルータ

優
先

B
E

【前提】
• 接続事業者ユーザの優先トラフィック

の帯域を静的に確保（帯域制御サー
バ間の連携は行わない）

• 接続事業者は優先トラフィックを設定
値以上流さない

【実現方法】
①接続事業者から流れてくる優先トラ

フィックの上限値を設定
②NTT東西殿ユーザの優先トラフィック

は帯域制御サーバと連携して帯域を
管理（その際、①で設定した帯域は
使用中とみなす）

③接続事業者は上限値の範囲で優先
トラフィックを送出（上限値を超えた
場合、ポリシング機能により設定帯
域量分受信）

④振り分け装置は優先制御機能により
優先トラフィックを先に転送

⑤[優先トラフィック量の合計＜
1Gbps]のためNTT東西殿・接続事
業者の優先トラフィックは破棄される
ことなく転送

⑥ベストエフォートトラフィックが溢れた
場合は溢れた順に破棄
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①-4 振り分け装置想定スペック（OSU共用実施費用試算時）

試算前提条件

1. NTT東西殿帯域管理サーバを使用しての帯域制御を行わないこと

2. 接続事業者の音声帯域分（200kbps×32程度）等を確保すること

3. その帯域を減じた値でNTT東西殿は帯域制御を実施すること

4. 共有帯域制御サーバを設置しないこと

機能スペック
（弊社主張の帯域保証は

1、2により実現）

1. 優先識別子にしたがって優先制御する機能

2. VLAN単位で優先識別子にしたがって帯域制御する機能（ポリシング）
その他機能

– VLAN単位に最低帯域保証する機能

– より細かいQoSが必要になったときに備えて階層型QoS
（ハイアラキカルQoS）機能※

物理スペック 1. ポート数24ポート以上の１BOXタイプ

※階層型QoSではクラス構造を階層化し、2階層目に優先制御クラスを持つことができ、1階層目は帯域制御または優先制御を
設定でき、2階層目は優先制御が設定可能になる技術
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①-5 振り分け装置カタログ（OSU共用実施費用試算時）

※インターネットでの販売においては、７７万円程度から存在

機能スペック３

機能スペック１

機能スペック２

機能スペック４

ＶＬＡＮ接続機能
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1. 委員から示された質問への回答

2. 各提案に関する補足的な追加データ

① OSU共用の詳細

② GC接続類似機能の詳細

③ 開発費用の差分

④ NGNにおけるアンバンドルの経緯
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②-1 GC接続類似機能接続構成（L2接続）

NTT-NGN

接続事業者網

エッジ
ルータ

ONU_A ONU_B

NTT東西殿ユーザ 接続事業者ユーザ

収容局ルータ

OSU

物理インターフェイスVLAN

②ONU_B用のVLANは
接続事業者向けイ
ンターフェイスへ
マッピング

③ONU_Aのパケッ
トは従来どおり
にNGNへ転送

HGW HGW

VLAN情報

宛先情報等

データ

①OSUでONU単位
にVLAN-IDを付
与

【前提】
• 収容局ルータ⇔OSU間は

ONU単位にVLANの作成可
能（32 ONU分）

• 収容局ルータはVLAN機能・
優先制御機能を具備してい
る装置を導入

【実現方法】
①OSUにてONU単位にVLAN-

IDを付与
②接続事業者ユーザのVLAN-

IDは接続事業者のインター
フェイスへ転送

③NTT東西殿ユーザのVLAN-
IDは宛先アドレスを見てパ
ケットを転送

※下り方向のパケットについて
もパケットのVLAN-IDを見て
転送
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②-2 GC類似接続接続構成（L3接続）

NTT-NGN

接続事業者網

エッジ
ルータ

ONU_A ONU_B

NTT東西殿ユーザ 接続事業者ユーザ

収容局ルータ

OSU

物理インターフェイス

HGW HGW

送信元IP 転送先

接続事業者 I/F B

I/F B

①送信元IPアドレス
を見て接続事業
者を識別

送信元IP 転送先

NTT東西殿 NGN

③送信元IPアドレが
NTT東西殿の場
合は通常通り
NGNへ転送

宛先IPアドレス

送信元IPアドレス

データ

②送信元IPアドレス
が接続事業者の
場合は接続事業
者網へ転送

【前提】
• 収容局ルータは送信元アド

レスベースのルーティング機
能を具備

【実現方法】
①収容局ルータはOSUから

入ってきたパケットの送信元
アドレスを識別

②送信元アドレスが接続事業
者のアドレスの場合は接続
先事業者のインターフェイス
へパケットを転送

③送信元アドレスがNTT東西
殿の場合は、宛先アドレスを
見てパケットを転送

※下り方向のパケットについて
はパケットの宛先情報を見て
転送
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②-3 優先制御（上り）（L2/L3共通）

NTT-NGN

接続事業者網

エッジ
ルータ

ONU_A ONU_B

NTT東西殿ユーザ 接続事業者ユーザ

収容局ルータ

OSU

HGW HGW

帯域制御サーバ 空き

⑤収容局ルータは優先
制御機能により、優
先トラフィックを先に
転送

⑥ ベストエフォートトラ
フィックが溢れる場合
はONUで破棄

③優先トラフィックを上
限値内で送出

①接続事業者ユーザ用の優先トラ
フィックの帯域を静的に設定
例）6Mbps程度（200kbps×32）

②帯域制御サーバ
と連携して優先
トラフィックの帯
域を確保

例）6Mbps

合計帯域1Gbps

例）994Mbps

優先パケット

優先パケット

ベストエフォート
パケット

ベストエフォート
パケット

NTT東西殿ユーザ

接続事業者ユーザ

④優先トラフィック
は破棄されずに
転送

【前提】
• 接続事業者用優先トラフィックの

帯域を静的に確保（帯域制御
サーバ間の連携は行わない）

• 接続事業者は優先トラフィックを
設定値以上流さない

【実現方法】
①接続事業者から流れてくる優先

トラフィックの上限値を帯域制御
サーバにて設定

②NTT東西殿ユーザの優先トラ
フィックは帯域制御サーバと連携
して帯域を管理（その際、①で設
定した帯域は使用中とみなす）

③接続事業者は上限値の範囲で
優先トラフィックを送出

④[優先トラフィック量の合計＜
1Gbps]のためNTT東西殿・接続
事業者の優先トラフィックは破棄
されることなく転送

⑤収容局ルータは優先制御機能に
より、優先トラフィックを先に転
送

⑥ベストエフォートトラフィックが溢
れた場合ONUで破棄
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②-4 優先制御（下り）（L２/L３共通）

NTT-NGN

接続事業者網

エッジルータ

ONU_A ONU_B

NTT東西殿ユーザ 接続事業者ユーザ

収容局ルータ

OSU

HGW HGW

帯域制御サーバ

優
先

B
E

優
先

B
E

空き

①接続事業者ユーザ用の優先トラ
フィックの帯域を静的に設定
例）6Mbps程度（200kbps×32）

優先パケット

優先パケット

ベストエフォート
パケット

ベストエフォート
パケット

NTT東西殿ユーザ

接続事業者ユーザ

②帯域制御サーバ
と連携して優先
トラフィックの帯
域を確保

合計帯域1Gbps

例）994Mbps 例）6Mbps

⑤優先トラフィックは
破棄されず転送

④収容局ルータは優先制
御機能により優先
トラフィックを先に転送

⑥ベストエフォート
トラフィックが溢
れた場合は、
溢れた順に破棄

③接続事業者は優
先トラフィックを上
限値内で送出（上
限値を超えた場
合、ポリシング機
能により設定帯
域量分受信）

【前提】
• 接続事業者ユーザの優先トラフィック

の帯域を静的に確保（帯域制御サー
バ間の連携は行わない）

• 接続事業者は優先トラフィックを設
定値以上流さない

【実現方法】
① 接続事業者から流れてくる優先トラ

フィックの上限値を設定
② NTT東西殿ユーザの優先トラフィック

は帯域制御サーバと連携して帯域を
管理（その際、①で設定した帯域は
使用中とみなす）

③ 接続事業者は上限値の範囲で優先
トラフィックを送出（上限値を超えた
場合、ポリシング機能により設定帯
域量分受信）

④ 収容局ルータは優先制御機能により
優先トラフィックを先に転送

⑤ [優先トラフィック量の合計＜
1Gbps]のためNTT東西殿・接続事
業者の優先トラフィックは破棄される
ことなく転送

⑥ ベストエフォートトラフィックが溢れた
場合は溢れた順に破棄
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出典：日経コミュニケーション 2008年3月15日号 P.26より

②-5 NGNでの採用ルータの仕様
【ＶＬＡＮ機能】

【ソースIPアドレスによるルーティング】
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1. 委員から示された質問への回答

2. 各提案に関する補足的な追加データ

① OSU共用の詳細

② GC接続類似機能の詳細

③ 開発費用の差分

④ NGNにおけるアンバンドルの経緯
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NTT東西殿
弊社

ご審議いただきたい内容
OSU共用 GC接続類似機能

振り
分け
装置

3,000～3,400億
※装置価格2,000万円/台

×1.5～1.7万台
優先制御つきの事業者振り分
け装置の導入

150～170億
※装置価格100万円/台

×1.5～1.7万台

振り分け装置については、優先制御
機能を持つ既存の機器で対応可能

不要 ① 共用帯域制御サーバの必要性有無の
確認

A) NTT東西殿が必要とする具体的
機器・スペック・機能の確認

B) SB提案内容の検証
NTT殿より具体的な根拠の提示
による内容確認

② 振り分け装置の機能・スペック・価格
に関し、NTT東西殿より具体的な根拠
の提示による議論
（共用帯域制御サーバの要否により、１台

あたりの装置価格が変わる可能性大）

③ 収容ルータの既存機能等による代替
方法の検討

共用
帯域
制御
サー
バ

数百億
※サーバ構築費、SIP間連携
開発費

事業者振り分け装置部分で、
NTT東西殿/接続事業者双方
のトラヒックを管理する共通制
御サーバを設置

開発不要
以下により、共用帯域制御サーバは不要

地デジ再送信

 NTT東西殿サービスは従来と変わらず

０ＡＢＪ－ＩＰ電話

 NTT東西殿サービスは従来と変わらず

 NTT東西殿以外は、静的帯域確保により各社が制御

ベストエフォートのサービス

 従来どおり、ベストエフォートで提供

オペ
レー
ション
システ
ム

数百億
設備管理、回線受付、振り分
け先設定等の開発費

60～70億 制御用ネットワークが不要な場合、開発規
模は数百億円から縮小可能と想定。
詳細検証により、さらに縮小の可能性あ
り。

伝送路 数十億 数十億 制御用ネットワークが不要な場合、伝送路
コストはさらに削減可能と想定。

合計 約4,000億 約300億 約130～150億 －

③ 開発費用の差分
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1. 委員から示された質問への回答

2. 各提案に関する補足的な追加データ

① OSU共用の詳細

② GC接続類似機能の詳細

③ 開発費用の差分

④ NGNにおけるアンバンドルの経緯
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0

2500

1 2 3 4 5 6 7 8 9

④ NGNにおけるアンバンドル議論の経緯

フレッツ光ネクスト契約数推移

地域IP網からNGNへの
収容替えをFY12内に完了の見込み

（万契約）

最低限、設備更改のタイ
ミング等で必要な機能を
追加し、NGNをアンバンド
ルしていくことが必要

FY07 FY08 FY09 FY10 FY11 FY12 FY13 FY14 FY15

「光の道」の実現に
向けてさらに増加

•NGNは新しいネットワーク
•どのようなアンバンドルが必要かは
今後の様子をみて

•既に多額の設備投資実施済み
•アンバンドルに必要な機能等を具
備していない

•開発・設置には多額のコスト

NTT東西殿
主張の豹変



別添資料①

12の課題について

35
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•OSU共用、GC類似接続機能、ファイバシェアリング、波長
重畳接続機能のそれぞれについて、12の課題に関する解
決策等を次ページ以降にて説明させていただきます。
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分類
NGN答申時の課題

（H20年3月）
OSU共用/GC接続類似機能

ファイバ
シェアリング

波長重畳

1 運用 通信速度等のサービスレベルが低下
NTT東西殿と同じ運用
ルールに則ることで対応

接続事業者希望はＢＥな
ので関係なし

異なる波長を使用するた
め影響なし

2 技術 帯域確保サービスの実現が困難に
接続事業者の優先パケッ
トを静的に帯域を確保する
ことで対応

接続事業者希望はＢＥな
ので関係なし

異なる波長を使用するた
め影響なし

3 運用 ヘビーユーザの収容替え等
NTT東西殿と同じ運用
ルールに則ることで対応

NTT東西殿と同じ運用
ルールに則ることで対応

異なる波長を使用するた
め影響なし

4 運用 故障対応等のサービスレベルが低下
NTT東西殿と同じ運用
ルールに則ることで対応

NTT東西殿と同じ運用
ルールに則ることで対応

異なる波長を使用するた
め影響なし

5 運用 共通の運用ルール策定は困難
NTT東西殿と同じ運用
ルールに則ることで対応

NTT東西殿と同じ運用
ルールに則ることで対応

異なる波長を使用するた
め影響なし

6 運用 分岐方式は6年間で4回の変更
NTT東西殿と同じ運用
ルールに則ることで対応

NTT東西殿と同じ運用
ルールに則ることで対応

NTT東西殿と同じ運用
ルールに則ることで対応

7 運用 新サービスのタイムリーな提供に支障
NTT東西殿と同じ運用
ルールに則ることで対応

NTT東西殿と同じ運用
ルールに則ることで対応

異なる波長を使用するた
め影響なし

8 費用 追加コストが発生
コスト最小化を前提に負
担を行う

コスト最小化を前提に負
担を行う

コスト最小化を前提に負
担を行う

9 技術 サービスの均質化
技術的な制約として発生
NTT東西殿と同じ運用
ルールに則ることで対応

NTT東西殿と同じ運用
ルールに則ることで対応

異なる波長を使用するた
め影響なし

10 制度 設備競争の阻害 実施にあたっての問題はなし（各案共通：詳細は次ページ参照）

11 制度 経営・営業判断の問題
実施にあたっての問題はなし

（各案共通：詳細は次々ページ参照）
異なる波長を使用するた
め影響なし

12 その他 その他
デジタルデバイド解消促進
１年程度で全国展開可能

デジタルデバイド解消促進 デジタルデバイド解消促進

12項目の課題の解決策（まとめ）
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各社主張 弊社見解

設
備
競
争
阻
害
の
問
題

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
殿

OSU共用要望のポイントは、「投資リスクを負っ
て設備を構築し、①営業努力して収容効率を
高めてきた事業者に、後から相乗りすることで、
②自らはリスクを負わずに、③先行事業者と同
等のコスト（1ユーザあたりの設備コスト）で設備
調達して事業展開したい。」ということ。

① OSU共用/GC接続類似機能等は、収容効率を更に高め、
NTT東西殿にもメリットあり

② 接続事業者も設備投資に見合う適正なコストを応分負担

③ NTT東西殿との同等性確保は、機能分離の目的と合致

これは、自ら投資リスクを負って設備を構築し、
営業努力によって1ユーザあたりの設備コストを
低減させてきた事業者（当社だけでなく、電力
系事業者やＣＡＴＶ事業者もあてはまる）との④
競争環境を歪めるものであり、進展しつつある
⑤設備競争の芽を摘むものである

④ OSU共用/GC接続類似機能等は、後発事業者や小規模な
事業者の参入を促進し、競争を活性化

⑤ 電力系事業者では光電話単独でNTT東西殿以下の料金で
提供しているメニューも存在し、既に競争力を持っている。従
い、設備競争の芽を摘むとの指摘はあたらない。

Ｋ
ー
Ｏ
Ｐ
Ｔ
殿

ユーザの利用率や利用期間等を一切考慮する
必要がない等、設備構築リスク・解約リスクを負
わずにアクセス網が入手可能となることは、⑥
設備構築事業者の設備構築意欲や新規投資
意欲等を低下させる。

⑥ OSU共用/GC接続類似機能等は、収容効率を現状よりも高
めるとともに、接続事業者も応分のコスト負担を行うものであ
ることから、むしろ設備構築事業者の設備構築意欲や新規
投資意欲等を向上させるものと理解

総務省殿の努力により、アクセス網構築が可能
であるにも拘らず、自前構築せず設備競争をし
ない事業者が⑦安価・安易に調達でき、設備構
築事業者と比べて⑧競争上優位となる。

⑦ 弊社見解②と同様

⑧ 弊社見解⑤と同様

12項目の課題の解決策（10 設備競争阻害）
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ＮＴＴ東西殿主張 弊社見解

経
営
・
営
業
判
断
の
問
題

OSU共用は多くの問題をはらんでおり採る
べき政策ではない

•挙げられた12項目の課題については全て解決可能であり、
「光の道」構想の着実な推進を考慮するのであれば、OSU共用
は採るべき政策

事業者に義務づけることがあってはならな
い、中立性を欠く（他社は選択可能）

•OSUは第一種指定電気通信設備であり、NTT東西殿管理部
門の設備

•また、機能分離の実現により、 NTT東西殿利用部門と接続事
業者の同等性確保が求められている

•すなわち、OSUはNTT東西殿利用部門と同条件（1分岐単位）
で接続事業者が利用可能とすべき

•これは、第一種指定電気通信設備のアンバンドルメニューの
整備であり、中立性を欠く、との指摘はあたらない

12項目の課題の解決策（11 経営・営業判断の問題）


